
資料２－１

Ⅲ　平成２９年度　事業内容

区　　分 平成２９年度目標・取組等 平成２８年度実績(見込）

開催回数 開催回数

　    　                    ５回 　　                          ５回

保健事業の推進 実施率(目標） 　　　　　   ６０% 実施率(目標） 　　　　  　５２.２%

・実施率の向上(未受診者対策実施) ・「特定健康診査等実施計画 実績見込　　　　　　  　　４２.０%

・人工知能「とくナビＡＩ」の活用 　（第二期）」による ・未受診者対策実施

・特定健診とがん検診の受診券一体化により被保険者の ・[新]「特定健康診査等実施計画 ・クレアチニン検査にｅＧＦＲを

　利便性を図る。 　（第三期）」を策定する 　追加　(腎機能の指標)

・人間ドッグ検診助成

実施率(目標） 　　　　　   ６０% 実施率(目標） 　　　　  　４９．１%

・未受診者対策 実績見込　　　　　　  　　４６．６%

・［新］動機づけ支援及び積極的支援対象者がプログ 積極的支援終了者数　　 　　３０人 積極的支援終了者数　　　　　　２５人

動機づけ支援終了者数　　 １６０人 動機づけ支援支援終了者数　　　２６人

【備品等購入】 【備品等購入】

・健診結果説明会・各種疾病予防教室の充実 ・フードモデル ・血圧計  

・高血圧重症化予防を実施 （体脂肪モデル、ご飯サンプル） 　卓上用　1台

・データヘルス計画（第二期）策定 ・DVD（品名は未定、健診結果説明会 　電子血圧計　10台

・歯周疾患検診 　時に食事等生活改善を指導する） 　ワンハンド電子血圧計 2台

・［新］Ｈ29～糖尿病性腎症重症化予防事業

対象者：データヘルス計画により抽出した被保険者

財政効果率　　　　　　　０．９% 財政効果率　　　　　　　　 ０．７%

・レセプト点検調査嘱託員の通年雇用により、レセプト

　点検の強化を図る。

・縦覧及び内容点検等によりレセプト点検の強化を図る。一人当たり財政効果額 一人当たり財政効果額

(介護保険との突合、施設入所者のレセプト確認) 　　　　　　　　　　１，６５０円 　　　　　　　　　　　１，６１７円

医療費通知 医療費通知

・国保医療制度周知と適正受診勧奨等　 ２回（12か月分） ２回（12か月分）

１１０人 １００人

ジェネリック差額通知　　    ３回 ジェネリック差額通知　　　  　 ３回

・ジェネリック差額通知、広報、希望カード配布により ジェネリック希望カード ジェネリック希望カード

　周知

・［新］調剤薬局にジェネリック医薬品推奨プレート
調剤薬局　　　　        ５０件分

　を配布

マスク、ウェットティシュ マスク、ウェットティシュ、ボールペン

・パンフレット、啓発グッズの配布等 柔道整復適正受診パンフレット 第三者行為届出推奨のパンフレット

◎ 重複多受診者訪問指導の実施

◎ 後発医薬品の利用促進

◎ 医療費の適正化の啓発活動

◎ 特定保健指導の実施率向上

　　　　ラム完了（６カ月）した後、報奨品を贈る

◎ 疾病予防普及・啓発事業等の推進

医療費適正化の
推進

◎ レセプト点検強化

◎ 医療費通知の実施

事業の内容

事業運営の適正
化の推進

◎ 国民健康保険運営協議会の開催

　５回（５月､８月、１０月､１１月､２月）

◎ 特定健診等の実施の推進



区　　分 事業の内容 平成２９年度目標・取組等 平成２８年度実績(見込）

国保税収納率の 現年度分  　    　　　９２．７％　現年度分　　　　　　　　９２．４％

向上 滞納繰越分　　　　　  ２７．０％ 滞納繰越分　     　　　 ２６．７％

合計           　　　 ７７．６％ 合計　　　　     　　　 ７７．５％

加入割合　　　　　　　３１．４％ 加入割合　　　　　　　　３１．４％

納付件数　　　　　１２，８００件 納付件数　　　　　　１２，５００件

催告件数　　　　　　１．０００件 催告件数     　　　　 １，０００件

督促件数　　　　　　９，０００件 督促件数    　　　 　 ９，０００件

差押件数　　　　　　　　１５０件 差押件数　　　　　　　　  １５０件

相談件数　　　　　　　　　７０件 相談等件数　　 　 　　　　  ５５件

資格証明書交付数　　　　１５０件 資格証交付件数　　　　　　１７０件

短期証交付数　　　　　　２３０件 短期証交付件数　　　　　　２６３件

　　　　　　　　　　　４００世帯 　　　　　　　　　　　　３５０世帯

　　　　　　　　　　　　１０世帯 　　　　　　　　　　　　　　５世帯

　　　　　　　　　　　　１０世帯 　　　　　　　　　　　　　１０世帯

・平成２８年度の周知事項に加えて、・特定健診の受診勧奨

　次の事項を周知する。 ・特定保健指導に関する情報及び

・平成３０年度県の広域化 　実施勧奨等

・国保税の税率改正について ・人間ドック助成

・その他 ・各種健康教室の開催案内

・柔道整復の適正受診

・ジェネリック医薬品の推奨

・医療コラム掲載

・第三者行為の届出勧奨

・データヘルス計画の策定に関する

　こと

・制度改正等に関すること

　　・居所不明者の調査及び職権による住基抹消

　　・退職被保険者(本人・被扶養者)適用の適正化

広報活動の推進
◎ 制度等の理解を深めるため、市広報紙やホームページを利

　 用し、啓発を図る。また適時特集を組んで、医療全般につ

 　いて周知を図る。

◎コンビニエンスストアでの納付で納税者の利便性を図る。

◎ 催告、督促等の強化及び差押さえの実施

◎ 滞納世帯に対する納税相談、納税指導を実施(９月・随時）

　　・資格証明書の交付

　　・短期証の交付

資格適用の適正
化の推進

◎ 適正化の推進

　　・年金情報による医療保険二重加入者の資格適正化

◎ 収納率の状況

◎ 口座振替の推進

　　・広報、チラシ等により口座振替の推進を図る。


